
はじめに

　行政評価とは、「政策、施策、事務事業について、

事前、事中、事後を問わず、一定の基準、指標を

もって、妥当性、達成度や成果を判定する」こと

である。行政評価の目的は、「戦略策定－実施方針

決定－実施－評価－見直しといったサイクルを確

立・活用することによって、その目的、手段、投

入した経営資源等の必要性、有効性、妥当性等を

検証し、地方公共団体の効率的・効果的な行政組

織運営を図る」こととされる１）。

　総務省が公表している「地方公共団体における

行政評価の取組状況」によると、行政評価を導入

済みまたは試行中という団体数は、２００１年７月時

点では都道府県４３（９１．５％）、政令指定都市１２

（１００％）、市区町村２９０（９．０％）であったのが、

２００６年１月時点では都道府県４６（９７．９％）、政令

指定都市１４（１００％）、市区町村７２２（３５．０％）に

拡大している。このうち町村では１８．５％にとど

まっているが、中核市と特例市ではほぼ１００％に近

く、市区平均でも５９．４％に達している。このよう

に地方公共団体において行政評価の導入が進展す

る一方で、現場では行政評価が必ずしも適切に活

用されていない状況も仄聞される。実際、今回の

全国都市アンケートにおいても「行政評価そのも

のに関する評価・点検が必要」という意見が少な

くなかった。

　このような問題意識のもとで、広島大学大学院

社会科学研究科に所属する研究者は、２００５年度に

広島大学行政評価研究会（代表：森邊成一）を設
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行政評価の「メタ評価」に関する調査結果

─―全国７６４都市に対する実態調査―─
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【要　約】
　行政評価の稼働状況を点検し、改善・普及に資することを目的とした研究の一環として、政令指定都

市を除く全国７６４都市に対する郵送調査を実施した（２００６年１０月、回収率７１．１％）。その結果、�行政評

価の導入効果としては「職員意識の変化」以外に顕著な回答はみられないものの、約３割の都市で行政

コストの削減につながったこと、�４割強の都市で行政評価が「機能している」としているが、その割

合は人口規模に比例していること、�特に住民参加・住民ニーズ反映型の行政評価または政策評価を実

施している都市で「機能している」という回答が多いこと、�行政評価の運営にあたっては「記載内容

のバラツキが大きい」「作業のわりに効果が分からない」「行政評価に馴染む分野と馴染まない分野があ

る」といった問題点が指摘されていること、�導入済み都市のほぼ８割は行政評価を充実・強化したい

としていること、�未導入都市の７６％は行政評価の導入を具体的に検討していること──などが分かっ

た。行政評価の稼働状況には規模の経済が関係しているとみられるが、人口規模要因を補完するために

も簡潔な行政評価手法の確立が必要である。

【キーワード】行政評価、都市、人口規模
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１）行政評価の定義は総務省「地方公共団体における行
政評価の取組状況」、目的は閣議決定「今後の行政改
革の方針」（２００４年１２月２４日）による。政策とは「大
局的な見地から地方公共団体が目指すべき方向や目的
を示すもの」、施策とは「政策目的を達成するための
方策」、事務事業とは「施策目的を達成するための具
体的な手段」のことである。

（資料）



置し、「行政評価の“メタ評価”に関する基礎研

究」に取り組んでいる。この基礎研究は、行政評

価の効果ならびに実施に伴う課題を検証すること

により、行政評価のいっそうの普及と行財政運営

の効率化に資することを目的とするものである。

そのため特に、�行政評価を実施するためどのよ

うなコストが支払われているか、行財政運営にお

いてどのような効果が生まれているか、�行政評

価そのものが自己目的化していないか、行政評価

が十分に活用されていないとすればなぜか、�行

政評価を円滑な行財政運営に活用していくために

はどのような改善が必要か──といった点につい

てメンバーがそれぞれの立場から検討することに

している。

　この基礎研究の一環として、２００６年１０月、政令

指定都市を除く全国７６４都市を対象に郵送法による

実態調査をおこなった。回収数は５４３都市（回収率

７１．１％）である。本稿では実態調査結果の概要を

紹介するとともに、これに財政データなどを組み

合わせた分析結果を提示する。全体集計結果の表

は本稿末尾のとおりである。分析結果の詳細につ

いては、広島大学行政評価研究会「行政評価の

“メタ評価”に関する基礎研究報告書」（２００７年３

月）として別途公表しているので、あわせて参照

されたい。

　本基礎研究は、２００５年度地域経済研究推進協議

会助成研究として実施したものである。上記報告

書は研究会名義で刊行しているが、本稿は私見を

まじえて伊藤がまとめたものである。

１．行政評価の実施状況

行政評価の実施状況
　今回の調査によると、２００６年１０月時点で行政評

価を「実施している」という都市は５４３都市のうち

３５１都市、ほぼ３分の２であった。総務省「地方公

共団体における行政評価の取組状況」によれば、

２００６年１月時点では７７０都市（中核市・特例市・

市区）のうち「導入済み」と「試行中」の合計で

６３％であったので、今回の調査結果はこれにおお

むね符合している。実施率を地域別にみると２）、南

関東７９％、北海道７４％、東海７１％、北陸７０％で高

いのに対し、九州・沖縄４８％、四国５０％、東北

５７％では低い。東北を別にすれば概して“東高西

低”といえる。北関東、近畿、中国の実施率は

６０％台である。もっと細かくみるなら、東京都

（回答都市２０）、福井県（同７）、鳥取県（同４）、

宮崎県（同５）では実施率は１００％であるのに対し、

秋田・山口・大分３県では２９％にとどまっている

（３県ともに回答都市７、実施都市２）。

　行政評価の実施率は、人口規模に比例している。

３万人未満ならびに３～５万人の都市ではそれぞ

れ４９％であるが、５～７万人で６３％、７～１０万人

で６０％に上昇し、さらに１０～２０万人で７６％、２０～

３０万人で８６％、そして３０万人以上の都市では９５％

に達している。

　以下は「行政評価を実施している」と回答した

３５１都市についてみたものである。「実施を具体的

に検討している」という１４５都市（回答都市の

２７％）、「実施していないし、具体的な検討をして

いない」という４７都市（同９％）については最後

に言及する。

行政評価のタイプ
　実施中の行政評価のタイプについては、「行政内

部の査定管理（三重県の事務事業評価など）」が全

体の８９％を占めている。これ以外の回答は少なく、

実施率が１０％を超えるのは３種類しかない。すな

わち「コスト管理（尼崎市のフルコストの把握な

ど）」１６％、「企業の TQC を活用した改善・意識
改革（静岡県の業務棚卸、福岡市 DNA 運動な
ど）」１１％、「ベンチマーク方式（滋賀県ベンチ

マーキング、広島市事務事業評価など）」１０％であ

る（複数回答）。

　人口規模によって一定の特徴がみられる。実施

率が２番目に高い「コスト管理」については、３０

万人以上の都市では１６％であるが、１０～３０万人で

は１８％、５～１０万人では１１％、５万人未満では
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２）地域ブロックの区分は、北海道、東北（青森、岩手、
宮城、秋田、山形、福島、新潟）、北関東（茨城、栃

 
木、群馬、山梨、長野）、南関東（埼玉、千葉、東京、
神奈川）、東海（静岡、愛知、岐阜、三重）、北陸（富
山、石川、福井）、近畿（滋賀、京都、大阪、兵庫、
奈良、和歌山）、中国（鳥取、島根、岡山、広島、山
口）、四国（徳島、香川、愛媛、高知）、九州・沖縄
（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖
縄）である。



２０％である。５万人未満の都市において実施率が

高いのは、特に小規模都市において財政状況が深

刻化していることを反映していると推察される。

一方、３０万人以上の都市では、「企業の TQC を活
用した改善・意識改革」２０％という回答が多いほ

か、「住民参加・住民ニーズの反映（青森県の政策

マーケティング、志木市の行政評価など）」という

回答も１４％となっている（全都市平均は９％）。

人口規模の大きい都市では、全般に「行政内部の

査定管理」以外の行政評価に取り組んでいる割合

が高い。

行政評価の対象
　行政評価の対象について、ほとんどすべての都

市は「事務事業」９７％をあげている。これに次い

で「施策」３７％、「政策」１１％、「公共土木事業」

１０％、「大規模事業」８％となっている（複数回

答）。これらの組み合わせをみると、「事務事業の

み」というケースが２０２都市（５８％）で最も多く、

次いで「施策と事務事業」６８都市（１９％）、「政策

と施策と事務事業」３１都市（９％）などとなって

いる。「政策のみ」という回答はないが、「施策の

み」というケースが６都市、「政策評価と施策評

価」というケースが４都市である。また、「政策、

施策、事務事業、公共土木事業、大規模事業」の

すべてを実施している都市も２例みられる。

　人口規模別にみると、「事務事業」については規

模と関係なく実施率が高く、最低でも９６％を超え

ている。しかし「政策」については、５万人未満

では５％にすぎないが、５～１０万人および１０～３０

万人で１０％台前半、３０万人以上では１８％に達して

いる。「施策」についても、５万人未満では２４％で

あるのに対し、それ以上の都市では４０％前後の実

施率となっている。

　行政評価の主要タイプ別に特徴的な結果をみる

と、コスト管理型については「施策」という回答

が５５％と比較的多い。これは、後述のように行政

評価項目、個々の事務事業の項目、予算費目がそ

れぞれ密接に対応しているとは限らないため、あ

る程度大まかなレベルで予算費目と関連づけなが

ら行政評価を実施していることが推察される。ま

た、住民参加・住民ニーズ反映型については「事

務事業」と「施策」がそれぞれ８７％、「政策」が

４０％であり、ほかの種類の行政評価の場合と少し

性格が異なる。これもやはり住民の意見を求める

うえで事務事業レベルでは細かすぎるためだと考

えられる。

行政評価の種類
　実施のタイミングからみた行政評価の種類につ

いて、全都市平均では「事前評価」３３％、「事中評

価」２３％、「事後評価」９０％である（複数回答）。

これらの組み合わせについてみると、「事後評価の

み」が２０３都市（５８％）で過半数を占める。このほ

か「事前評価と事後評価」５６都市（１６％）、「事前

評価と事中評価と事後評価」３７都市（１１％）、「事

中評価と事後評価」２１都市（６％）などとなって

いる。

　人口規模別にみると、「事前評価」の実施率は５

万人未満、５～１０万人および１０～３０万人では２０％

台後半から３０％台半ばであるが、３０万人以上では

４３％である。「事中評価」については５～１０万人、

１０～３０万人、３０万人以上では２０～２５％であるのに

対し、むしろ５万人未満で２９％とやや高い。「事務

事業評価」については、どの規模の都市でも全般

に実施率は９０％程度かそれ以上となっている。

総合計画・予算との関連
　行政評価の項目が総合計画・長期計画の体系、

予算の費目に対応しているかどうかを尋ねた。全

都市では「それぞれおおむね対応している」４３％、

「行政評価項目は総合計画・長期計画の体系におお

むね対応している」３０％、「行政評価項目は予算費

目におおむね対応している」１８％となっている。

「市長のマニフェストにおおむね対応している」は

１市にすぎない。残りの９％の都市は「対応して

いない」としている。

　「それぞれ対応」という回答は、人口３０万人未満

の都市では４０％程度であるが、３０～５０万人の都市

では４７％、５０万人以上の都市では６３％であり、人

口規模の大きい都市において体系的な行政評価に

取り組んでいる割合が高いことがうかがえる。

２．行政評価の方法

実施と反映のタイミング
　行政評価を実施し、その結果を反映させるタイ

ミングについては、「前年度について評価→当該年
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度に実施する新年度予算編成に反映」という回答

が全都市の７０％を占めている。これに次いで「当

該年度について評価→当該年度に実施する新年度

予算編成に反映」は１９％である。それぞれ評価の

対象年度は異なるものの、新年度予算編成への反

映という点では共通している。補正予算への反映

を意図したものはほぼ皆無である（「前年度につい

て評価→当該年度の補正予算編成に反映」という

回答はなく、「当該年度について評価→当該年度の

補正予算編成に反映」という都市も１例にすぎな

い）。残りは「その他」９％となっている。

　「前年度について評価→当該年度に実施する新年

度予算編成に反映」という回答が多いのは、現段

階では事後評価を導入している都市が圧倒的多数

であり、事前評価・事中評価を実施している都市

は少ないことが関係している。実際、「前年度につ

いて評価→当該年度に実施する新年度予算編成に

反映」と「当該年度について評価→当該年度に実

施する新年度予算編成に反映」という回答を比較

してみると、事後評価を実施している都市におい

ては７４％：１６％であり、前者に集中している。と

ころが、事前評価を実施している都市については

５５％：３３％であり、両者の差が接近している。さ

らに事中評価を導入している都市については

４３％：４４％であり、ほぼ同率である。当然のこと

ながら、事前評価・事中評価を実施している都市

では「当該年度について評価」という回答が多い。

　行政評価の主要タイプ別に「前年度について評

価→当該年度に実施する新年度予算編成に反映」

と「当該年度について評価→当該年度に実施する

新年度予算編成に反映」という回答をみると、行

政内部の査定管理型については７１％：２０％、企業

の TQC 型では７４％：１３％、ベンチマーク型では
７５％：１１％であり、いずれも「前年度について評

価」が優勢である。これに対し、コスト管理型で

は６２％：２０％、住民参加・住民ニーズ反映型では

６３％：２３％であり、いずれも「前年度について評

価」という回答がやや低く、その代わりに「当該

年度について評価」という回答が少し多くなって

いる。これらのことから、コスト管理あるいは住

民参加にかかわる行政評価は、当該年度の行政運

営に平行して実施されている状況をうかがうこと

ができる。

行政コスト
　行政評価の実施にあたって行政コストに計上し

ている費目としては、「事務事業費」９６％と「人件

費」８４％に集中している。このほか「調整費（間

接費）」１２％、「退職給与引当」１１％、「減価償却

費」７％、「金利」４％となっており、まだ少数

ではあるが、企業会計を考慮したコスト管理に取

り組んでいる都市もみられる。「行政コストの問題

を直接的には行政評価に組み入れていない」とい

う都市は全体のわずか３％にすぎない。

　上位項目について人口規模別にみると、「事務事

業費」についてはあまり差がない。「人件費」につ

いては人口５万人以上の都市では８０％を超えてい

るが、５万人未満の都市では６８％とやや低い。

　行政評価の主要タイプのうちコスト管理型の５５

都市だけ取り出してみると、「事務事業費」１００％、

「人件費」９８％をはじめ、「調整費」２７％、「減価

償却費」２７％、「退職給与引当」２２％、「金利」

７％であり、たしかに全都市平均に較べて回答率

が高いことが分かる。

評価・点検方法
　行政評価をどこで実施するかについてみると、

全体では「各部局で自己評価」９０％、「幹部が２次

評価」４５％、「特定の部局で２次評価」２０％、「第

三者機関で評価」１６％などとなっている。「部局間

で相互に２次評価」４％、「コンサルタントなどに

委託して評価」２％という都市は少ない（複数回

答）。

　人口規模別に特徴のある項目をみると、「幹部が

２次評価」については５万人未満４９％、５～１０万

人４５％、１０～３０万人４５％、３０万人以上４１％と規模

に反比例して低下している。ところが「特定の部

局で２次評価」については１８％から２７％へ、「第

三者機関で評価」については１１％から２７％へ、そ

れぞれ人口規模に比例して実施率が増加している。

市民参加の方法
　行政評価への市民参加の方法について、全体の

ほぼ半数の４８％は「特に該当するものはない」と

している。残りの半数の都市は、何らかの方法を

講じている。具体的には「市民意識調査結果と組

み合わせる」１９％、「第三者機関に市民代表を参加

させる」１８％、「インターネットなどを通じてパブ
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リック・コメントを募集する」１２％、さらに「そ

の他」１６％である（複数回答）。

３．行政評価結果の活用

評価結果の公表
　行政評価結果を公表しているかどうかについて

は、「すべてを公表」４６％、「一部または概要を公

表」１９％であり、３５％は「まだ公表していない」

としている。「公表」という回答は人口規模に比例

している。５万人未満の都市で４０％、１０万人未満

で６３％、３０万人未満で７４％と上昇し、３０万人以上

の都市では９３％に達している。

　３分の１あまりは「まだ公表していない」とし

ているが、これは導入後の期間がそれほど経過し

ていないことが関係しているとみられる。実際、

「公開」という回答を導入年次別にみてみると、

２０００年度から２００３年度に導入した都市においては

８０％を超えているのに対し、２００４～０５年度に導入

した都市では５２％、２００６年度に導入した都市では

１３％にとどまっている。なお、１９９９年度以前に導

入した１１都市については──対象都市が少ないの

で数字の変動が大きくなるきらいはあるが──

「すべて公表」１８％、「一部または概要を公表」

５５％であり、「まだ公表していない」が２７％と少な

くない。

公表結果のフィードバック
　公表手段については、「インターネット」が

９６％で圧倒的に多く、「印刷物」４７％、「広報誌」

３２％などとなっている（すべてまたは一部を公表

している２２７都市による複数回答）。公表結果に対

する市民からの反応や質問は、現在のところ非常

に少ない。対象２２７都市のうち８２％は「ほぼゼロ」

としている。１２％の都市は「１か月に１～２件程

度」としている。

　一方、市民からの反応や質問を行政評価に

フィードバックさせているかどうかについては、

「重要な意見・要望があれば改善に反映」５２％、

「一覧表やイントラネットで回覧する程度」１１％な

どとなっているが、３１％の都市は「特に何もして

いない」と回答している（すべてまたは一部を公

表している２２７都市による複数回答）。

行政評価結果の活用
　行政評価結果をどのように活用しているかにつ

いて、全体では「行政評価結果をもとに事務事業

の廃止や見直しを実施」５５％、「予算要求や査定の

参考資料として添付」４８％、「総合計画・長期計画

や市長のマニフェストの進行管理」３９％、「行政評

価結果をもとに予算要求や査定を実施」３７％、「事

務事業の見直しの参考資料として添付」２９％など

となっている（複数回答）。直接的な利用か参考資

料程度の間接的な利用かに分けてみると、「事務事

業の見直し」については直接的な利用が上回って

いるが、「予算要求や査定」については参考資料程

度という回答が多い。「人事考課や査定の参考資料

として添付」という回答は１２都市（３％）みられ

るが、さらに踏み込んで「行政評価結果をもとに

人事考課や査定を実施」という回答は２都市しか

ない。

４．行政評価のメタ評価

行政評価の目的
　行政評価の目的をみると、全体では「職員の意

識改革」が６５％で最も多く、「財政の効率化（事

業費削減、事業の見直しなど）」５６％、「市民への

説明責任」５０％となっている。これらに較べて

「行政の効率化（組織、定員、職掌事務の見直しな

ど）」２１％、「住民満足度の向上」１５％という回答

は少ない（複数回答）。

　人口規模別にみると、３０万人未満までの都市で

は上位３項目の順位は変わらない。しかし、３０万

人以上の都市では「市民への説明責任」が６６％で

第１位であり、第２位の「財政の効率化」５０％と

のあいだに懸隔がみられる。全都市平均では最も

多い「職員の意識改革」という回答は、３０万人以

上の都市では４１％と高くない。「市民への説明責

任」という回答は５万人未満の都市で４４％、５～

１０万人で４９％、１０～３０万人で５０％であり、人口規

模とともに増加している。

　行政評価の主要タイプ別にみると、ごく大まか

には行政内部の査定管理型とコスト管理型につい

ては「財政効率化」、企業の TQC 型とベンチマー
ク型については「職員の意識改革」、住民参加・住

民ニーズ反映型については「市民への説明責任」

をそれぞれ主たる目的としているということができ
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よう。

　職員の意識改革の中身については、「コスト意

識」８３％のほか、「目標設定と進行管理」７５％、

「市民満足度の向上、市民本位志向」６５％、「生産

性や効率の向上」６５％があげられている（該当す

る２２８都市による複数回答）。

行政評価による効果
　行政評価の効果については、「文書やホームペー

ジなどで対内的・対外的に公表している効果」を

回答してもらった。これによると、全体では「職

員意識の変化」４８％、「予算編成作業の改善」２４％、

「行政コストの削減」１９％、「事務事業本数の削減」

１７％、「市民意識調査による満足度評価などの上

昇」８％などがあげられた。「その他」という回答

も２０％と少なくなかった（複数回答）。

　人口規模別にみると、全般に規模が大きいほど

回答率が高い。なかでも「予算編成作業の改善」

と「行政コストの削減」については３０万人以上の

都市で回答率が最も高いが、「職員意識の変化」

「事務事業本数の削減」「市民意識調査による満足

度評価などの上昇」については１０～３０万人の都市

の回答率が最も高くなっている。

　主要タイプ別に比較すると、行政内部の査定管

理型については全都市平均とあまり変わらない。

コスト管理型については、全都市平均に比較すれ

ば「予算編成作業の改善」２９％、「行政コストの削

減」２４％という回答が多いが、ほかの主要タイプ

に較べて高いとはいえない。むしろ企業の TQC型
において「行政コストの削減」が３１％であり、主

要タイプのなかでは最も高率である。ベンチマー

ク型については「ベンチマークの達成」が１９％

（全都市平均は４％）であるのを除けば、ほかの項

目については全都市平均並みである。さらに住民

参加・住民ニーズ反映型については「予算編成作

業の改善」３７％のほか、「行政コストの削減」「事

務事業本数の削減」「市民意識調査による満足度評

価などの上昇」の３項目がいずれも２３％で並んで

いる。

　行政コストと事務事業の削減状況（前年度比）

を明確に回答している都市を取り出して集計して

みると、次の点が指摘される。

�人口規模と行政コストの削減額とのあいだには

当然のことながら比例関係がみられる。ただし、

対前年度の削減額そのものはそれほど大きくは

ない。４億円超の都市が一例あるが、ほかの都

市については数千万円からせいぜい２億円の範

囲である。

�行政コストの削減率については、バラツキが大

きい。人口規模とのあいだに明確な関係はみら

れない。前年度比１０％超と１５％超という都市が

それぞれ一例ずつみられるが、半数は５％未満

である。単純平均は４．８％である。

�事務事業本数の削減率については、さらにバラ

ツキが大きい。半数強は５％未満減、半数弱は

５％以上減に分かれるが、人口規模とは関係な

い。単純平均は４．５％である。

行政コスト削減効果
　行政評価の導入による行政コストの削減効果に

ついては、全都市平均では「削減した」２９％であ

り、けっして少なくない。その一方、「行政コスト

は削減されているが、行政評価による効果とはあ

まり関係ない」という回答も半数近い４７％の都市

があげている。「むしろ行政コストが増加した」と

いう回答はわずか３都市にすぎない。そのほか

「行政評価とは関係なく行政コストは増加してい

る」が８％である。残りの１５％は無回答であるが、

これは行政評価を導入してまもない都市が少なく

ないためとみられる。

　人口規模別に「削減した」という回答をみると、

３０万人未満の都市では平均して２０％台であるが、

３０万人以上の都市では３６％と多い。

　「削減した」と「あまり関係ない」という回答を

主要タイプ別に比較すると、行政内部の査定管理

型については３１％：４５％、コスト管理型について

は２９％：４４％、企業の TQC 型については３１％：
５１％であり、前者と後者の差はそれぞれ１５～２０ポ

イント程度である。他方、ベンチマーク型につい

ては１９％：５６％であり、その差は３６ポイントと大

きい。つまり、「削減した」という回答が主要タイ

プのなかでは最も少なく、逆に「あまり関係ない」

という回答が最も多い。これと対照的に住民参

加・住民ニーズ反映型については３７％：４７％であ

り、「あまり関係ない」という回答は平均並みであ

るものの、「削減した」という回答が主要タイプの

なかで最も多くみられる。

― ―82



行政評価の稼動状況
　行政評価が機能しているかどうかについては、

全体では「かなり機能している」５％と「まあ機

能している」３７％で合計４１％である。これに対し、

「あまり機能しているとはいえない」３１％と「機能

していない」１％で合計３２％である。肯定的回答

と否定的回答の差は８ポイントであり、「機能して

いる」という評価が上回っている。残る４分の１

近くの２４％の都市は「まだよく分からない」とし

ている。

　人口規模別の差は比較的明瞭にみられる。肯定

的回答と否定的回答の差を比較すると、５万人未

満ではマイナス８ポイント（３０％：３８％）である

のに対し、５～１０万人では８ポイント（３８％：

２９％）、１０～３０万人では１０ポイント（４５％：３５％）

と肯定的回答が増加している。そして３０万人以上

の都市については３９ポイント（６６％：２７％）であ

り、「機能している」という回答が３分の２を占め

ている。

　同様に主要タイプ別にみると、住民参加・住民

ニーズ反映型で６３％：１３％、その差５０ポイントと

きわめて高い。以下、企業の TQC 型３６ポイント
（５６％：２１％）、ベンチマーク型２２ポイント

（５０％：２８％）、コスト管理型２０ポイント（４６％：

２６％）の順である。行政内部の査定管理型につい

ては８ポイント（４１％：３３％）であり、これらの

なかで最も厳しい見方がされている。

　行政評価の種類別にみると、事中評価と事後評

価についてはそれぞれ４２ポイント程度である。こ

れに対し、事前評価については４９ポイントであり、

事中評価と事後評価に較べて肯定的回答がわずか

に多い。

　行政評価の対象別にみると、政策評価４８ポイン

ト（６３％：１５％）と施策評価２６ポイント（５１％：

２５％）については肯定的回答が多いが、事務事業

評価については９ポイント（４２％：３２％）であり、

否定的回答との差が接近している。

　行政評価の具体的効果との関係についてみると、

“行政コストの削減”“事務事業本数の削減”“予算

編成作業の改善”をあげている都市においては、

いずれも肯定的回答が６０％程度に達しており、肯

定的回答と否定的回答との差はそれぞれ３０ポイン

ト台である。そのなかで“市民意識調査による満

足度評価などの上昇”を回答した都市については、

その差が６７ポイント（７４％：７％）であり、肯定

的回答が図抜けて多い。他方、“職員意識の変化”

を回答している都市については１８ポイント

（５０％：３１％）であり、ほかの項目に較べて肯定的

回答が少ない。

　さらに行政コストの削減効果との関係をみると、

“削減されているが、行政評価とはあまり関係な

い”としている都市ではマイナス１６ポイント

（３２％：４９％）であり、「機能していない」という

否定的回答が上回っている。一方、「削減した」と

いう都市では７１％：２０％、その差５１ポイントであ

り、「機能している」という肯定的評価が多い。

５．行政評価の問題点と改善点

行政評価の問題点
　職員のあいだで指摘されている行政評価の問題

点を尋ねた。全体では、「部局や担当者によって記

載内容のバラツキが大きい」６４％、「作業のわりに

効果がよく分からない」６４％、「行政評価に馴染む

分野と馴染まない分野を一律的に扱っている」

５９％という３項目がほぼ同率で並んでいる（複数

回答）。

　これらからかなり離れて、「異なる分野を一律的

な手法で比較することに無理がある」３６％、「行政

評価を実施することが目的化している」３５％とい

う第２グループの回答があげられている。さらに、

「行政評価の手法が確立されていない」２３％、「予

算編成、事務事業の見直しなどに活用されていな

い」２２％、「市民によく知られていない、公開して

も反応が少ない」２２％、「行政評価のとりまとめと

予算編成などのあいだにタイムラグが生じる」

１９％の３つがそれぞれ２０％前後で続いている。

　行政評価が機能しているという都市とそうでな

い都市のあいだには興味深い差異がみられる。機

能していないという都市では、全般に問題点とし

てあげている回答率が高い。特に「作業対効果」

への不満が７８％と多い（機能しているという都市

では６０％）。第２位は「記載内容のバラツキ」６６％、

第３位は「馴染む分野と馴染まない分野」５６％で

ある。このほか「実施することが目的化」４４％

（機能しているという都市では３８％）、「活用されて

いない」３６％（同１３％）などについても両者間の

差が大きい。
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　これに対し、機能しているという都市において

は、「記載内容のバラツキ」６４％、「馴染む分野と

馴染まない分野」６４％、「作業対効果」６０％などが

上位にあげられている。しかし、機能していない

という都市の回答率を上回るのは、「馴染む分野と

馴染まない分野」のほかには、主要項目では「一

律的手法の無理」４０％（機能していない都市では

３６％）くらいである。

　まだよく分からないと回答した都市においては、

「記載内容のバラツキ」６４％、「馴染む分野と馴染

まない分野」５７％、「作業対効果」５４％が上位にあ

げられている。そのなかで「行政評価の手法が確

立されていない」２７％（機能している都市では

１７％、機能していない都市では２６％）、「単年度で

は結果が出ない事務事業がある」２０％（同１０％、

９％）については、機能しているという都市およ

び機能していないという都市に較べて回答率が高

い。これらの項目が当面の課題として相対的に重

視されていると推察される。

行政評価の改善点
　行政評価を適切に活用していくための取り組み

については、全体では「行政評価の項目、総合計

画・長期計画の体系、予算の費目をなるべく対応

させる」６０％が最も多い。これに「評価手法を改

善し、信頼性や精度を高める」４７％、「研修などを

通じて趣旨や手法を周知する」４６％、「総合計画・

長期計画・実施計画などに数値目標を明記する」

４１％の３項目が４０％台で続いている。これらに次

いで「行政評価の運用や活用の基準を明確にする」

３２％、「枠予算制度を導入する」２５％、「外部の第

三者機関で評価・点検する」２３％という回答も少

なくない（複数回答）。

　人口規模別にみると、ほぼすべての項目につい

て規模の大きい都市が高い反応を示している。人

口５万人未満と３０万人以上の都市についてみると、

「趣旨や手法の周知」については３６％：４８％、「数

値目標を明記」については３１％：４６％、「外部の第

三者機関」については１５％：３０％、「枠予算制度」

については９％：３２％など１．５倍から２倍を超える

懸隔がみられる。

　主要タイプ別に特徴的な項目をみると、行政内

部の査定管理型については対象数が多いため、全

都市平均とあまり代わらない。コスト管理型につ

いては、「評価手法の改善」６７％と「趣旨や手法の

周知」６０％という回答が「項目・体系・費目の対

応」５８％という回答を上回っている。企業の TQC
型についても、やはり「評価手法の改善」が６２％

で第１位であるが、これに次いで「数値目標を明

記」５６％と「項目・体系・費目の対応」５１％があ

げられている。

　行政評価が機能している都市と機能していない

都市を比較すると、「項目・体系・費目の対応」に

ついては６３％：５１％、「評価手法の改善」について

は５５％：４５％、「数値目標を明記」については

４７％：３７％、「趣旨や手法の周知」については

４６％：４４％など、いずれも機能しているという都

市の回答率が上回っている。このほか「枠予算制

度」２９％：２１％、「外部の第三者機関」２８％：

２０％、「市民の意見の反映」２４％：７％、「集中改

革プランとの連動」２３％：９％、「タイムラグをな

くす（実施時期の改善、作業期間の短縮など）」

２３％：９％などについても、機能しているという

都市のほうが全般に高い回答率を示している。つ

まり、それだけ改善に向けた取り組みが活発であ

るとみられる。

　他方、まだよく分からないという都市において

は、第１位は「項目・体系・費目の対応」６３％、

第２位は「趣旨や手法の周知」４８％となっている

が、後者の回答率は、機能している都市および機

能していない都市の回答率を上回っている。これ

も今後に向けた関心の現れとみることができよう。

行政評価の充実
　今後、行政評価にどのように取り組むかについ

ては、全体ではほぼ８割の７９％が「充実・強化」

と回答している。残りの１８％も「現状程度の水準

を維持」としている。その半面、「簡素化・縮小」

という都市も２１都市、６％みられた。人口規模別

にみると、５万人以上の都市では「充実・強化」

が８０～８２％を占め、「現状維持」は１６～１８％であ

るが、５万人未満の都市については７４％と２３％で

あり、「現状維持」という都市が４分の１近くに達

している。

　「充実・強化」から「簡素化・縮小」を引いた数

字は、全体では７３ポイントである。これを主要タ

イプ別にみると、最も多い行政内部の査定管理型

については全体平均とほぼ同じ７２ポイントである。
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企業の TQC 型、ベンチマーク型および住民参
加・住民ニーズ反映型については、いずれも６７ポ

イントにとどまっている。それぞれ「充実・強化」

という回答が７２～７７％と少なくはないものの、「簡

素化・縮小」という回答も６～１０％の割合でみら

れる。そのなかでコスト管理型については８９％対

７％、差し引き８２ポイントであり、充実意向がき

わめて強い。

６．行政評価の導入意向

　行政評価を導入していない都市は１９２都市（うち

「導入を具体的に検討している」１４５都市、「具体的

な検討をしていない」４７都市）であった。これら

の都市に対して今後の意向を質問した。

未導入の理由
　行政評価を導入していない理由については、未

導入都市全体では「市町村合併の事務に追われた」

が４４％で最も多く、「専門知識やノウハウを持っ

た職員がいない」２９％、「必要な人員を配置したり、

組織を設置したりする余裕がない」２１％、「効果が

よく分からない」１８％などがあげられている。「そ

の他」という回答も３２％と少なくない（複数回答）。

　人口規模別にみると、５～１０万人の都市では

「市町村合併」という回答が５３％と多い（５万人未

満ならびに１０～３０万人の都市ではそれぞれ３７～

３８％）。一方、「職員がいない」という回答は１０～

３０万人では１０％であるが、５～１０万人で２８％、５

万人未満で３８％と規模が小さいほど増加している。

１０～３０万人の都市では「その他」という回答も

５０％を占める（３０万人以上の都市については、既

述のとおり導入率が高く、未導入は３都市である

ため、以下では言及していない）。

関心のある行政評価のタイプ
　関心のある行政評価のタイプとしては、「行政内

部の査定管理」６８％をはじめ、「コスト管理」３２％、

「住民参加・住民ニーズの反映」３０％、「企業の

TQC を活用した改善・意識改革」２８％、「ベンチ
マーク方式」２２％などとなっている（複数回答）。

すでにみた実際の導入状況に比較すると、全般に

回答率が高く、関心の広がりがうかがえる。

行政評価の導入予定
　今後の導入予定については、「導入を具体的に予

定」５１％、「検討しているが、具体的ではない」

４３％であり、ほとんどの都市は導入意向を持って

いる。「当面導入予定はない」は６％にすぎない。

　人口規模別にみると、５万人未満ならびに５～

１０万人の都市では「具体的に予定」は４０％台であ

り、「具体的ではない」という回答と拮抗している。

しかし、１０～３０万人の都市においては８０％が「具

体的に予定」としている（３０万人以上の３都市の

内訳は「具体的に予定」２、「検討しているが、具

体的ではない」１である）。

導入準備と目的
　導入意向のある１８０都市に対して、導入に向けた

準備などを質問した。まず準備については、「他地

域の事例調査などを実施」６６％をはじめ、「具体的

原案を作成」２１％、「職員に研修を実施」２０％、

「庁内に専門組織を設置」１８％、「コンサルタント

などに委託」１６％などの取り組みがあげられた

（複数回答）。

　導入しようとしている目的については、「財政の

効率化」６６％（既述の導入済み都市では５６％）、

「職員の意識改革」４６％（同６５％）、「市民への説

明責任」３９％（同５０％）、「行政の効率化」３３％

（同２１％）などとなっている（複数回答）。導入済

みの都市に比較すると、財政状況のいっそうの深

刻化を反映しているせいか、「職員の意識改革」

「市民への説明責任」よりも、「財政の効率化」「行

政の効率化」という回答が多い。　

　ただし、「財政の効率化」について細かくみると、

人口１０～３０万人の都市においては４５％であるのに

対し、５～１０万人の都市では６７％、５万人未満で

は７１％であり、規模が小さい都市ほど高い関心を

示している。同様に「行政の効率化」についても

順に２４％、３３％、３６％であり、やはり規模が小さ

い都市において回答率が高くなっている。

期待される効果
　最後に、導入によって期待される効果について

は、「行政コストの削減」７４％（既述の導入済み都

市では１９％）、「職員意識の変化」６９％（同４８％）、

「予算編成作業の改善」４７％（同２４％）、「事務事

業の本数の削減」３９％（同１７％）、「市民意識調査
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による満足度評価などの上昇」３２％（同８％）な

どの回答があげられている（複数回答）。未導入の

都市における期待の大きさがうかがえるが、一見

して明らかなとおり、導入済み都市によるいわば

実績とのあいだの隔たりが顕著である。

　人口規模別にみると「行政コストの削減」と

「職員意識の変化」については、規模によってあま

り差はない。これに対し、「満足度評価などの上

昇」については５万人未満２６％、５～１０万人３３％、

１０～３０万人５２％、「予算編成作業の改善」につい

ては３２％：６１％：５２％であり、おおむね規模の大

きい都市ほど回答が高くなっている。

　未導入都市においては行政評価への期待が大き

いが、これが導入後に減殺されないよう、行政評

価のいっそうの改善と充実を図っていく必要があ

るといえる。

おわりに

　行政評価に関する“メタ評価”の観点から、下

記の検討をおこなった。

　最初に、行政評価の活用状況と稼働状況の関係

を調べてみた。活用状況については、第３節でみ

た項目のうち直接的利用を回答している場合は２

点、間接的利用を回答している場合は１点として、

回答数による加重平均を求めた（たとえば「評価

結果をもとに予算要求や査定を実施」は２点、「予

算要求や査定の際の参考資料」は１点である）。一

方、稼働状況については第４節でみたように肯定

的回答から否定的回答を引いた差を用いた（全体

の平均スコアは３．９、平均ポイントは８ポイントで

ある）。

　図１は、行政評価の主要タイプ別・対象別・種

類別に活用状況の平均スコアと稼働状況のポイン

トをプロットしたものである。これによると、主

要タイプのなかでは住民参加・住民ニーズ反映型

のスコアが５．６で突出しており、行政評価の対象別

には政策評価のスコアが４．８と高く、稼働状況はそ

れぞれプラス４８～５０ポイントと高いことが分かる。

全般的にみて、行政評価を多方面により活用して

いる都市では稼働状況に対する評価も高いという

傾向が比較的鮮明に現れている。

　第２に行政評価の導入の有無、今後の導入意向

および現在の稼働状況を組み合わせて、「未導入で

あり、導入を具体的には検討していない」４１都市、

「未導入だが、導入を具体的に検討している」１３６

都市、「導入しているが、効果は分からない」８２都

市、「導入しているが、機能していない」１０９都市、

「導入しており、まあ機能している」１２５都市、「導

入しており、かなり機能している」１８都市という

６グループに分けて、これらのグループ別に人口

や財政データと比較してみた３）。

　６グループ別に平均人口（２００６年３月３１日現

在）をみると、「かなり機能している」という都市

を除いて、行政評価への取り組み深度が強いほど

──つまり、上記の分類の順番にしたがって──

人口規模が大きくなっていることが分かる（表１）。

２００５年度の財政力指数（単純平均）についても、

やはり「かなり機能している」という都市を除い

て、行政評価への取り組み深度が強まるほど高く

なっている。「まあ機能している」と「かなり機能

している」という都市を合計すれば、行政評価へ

の取り組み深度が強まるほど、人口が大きくなり、
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３）今回の都市アンケートで回答のあった都市で、かつ
日経産業消費研究所『日経グローカル』No．６２（２００６
年１１月）において「行政革新度」が計算されている
５１１都市について、５グループ別の単純平均を求めた。
財政データについては、２００６年３月から１０月のあいだ
に市町村合併によって異同のあった都市が一部に含ま
れているが、調整していない。データの出所について
は表１の脚注を参照。

図１　活用状況と稼働状況の関係

（注）ｘ軸は活用状況の平均スコア、ｙ軸は稼働状況の
プラス・マイナス差。



また財政力指数が高くなるという傾向がもっと明

瞭になる。さらに２００５年度の経常収支比率（単純

平均）についても、行政評価への取り組み深度が

強くなるほど改善されており、財政力指数と同様

の傾向がみられる。

　日経産業消費研究所による「行政革新度」（２００６

年７月時点）との関係を調べてみた。「行政革新

度」というのは、透明度関連の１９指標（条例に基

づく情報公開制度の有無、オンブズマン制度の有

無など）、効率化・活性化度関連の３０指標（行政評

価システム導入の有無、同システムの評価対象、

行政コスト計算書作成の有無など）、市民参加度関

連の１４指標（重要な政策形成過程での素案公表の

有無、自治の基本や住民主体の自治を包括的に定

めた条例の有無など）、利便度関連の１５指標（ワン

ストップサービス実施の有無、時間外の窓口サー

ビスの実施状況など）を総合して偏差値で示した

ものである。

　６グループ別に「行政革新度」の平均を求めて

みると、行政評価への取り組み深度が強くなるほ

ど「行政革新度」が高くなるという傾向が明らか

である。もちろん「行政革新度」のなかには行政

評価に関連した４指標が含まれていることに留意

する必要があるが、行政評価に関連した指標は７８

指標のうち５指標であり、かなり薄められている。

　以上のことから、行政評価の稼働状況と財政状

況のあいだには因果関係は特定できないまでも、

かなり明確な相関関係があることは推察できる。

また、「行政革新度」が高くなるためには、少なく

とも行政評価への取り組み深度も強いことが必要

といえる。さらに人口規模が大きい都市ほど行政

評価の機能を肯定的に評価しているが、これは財

政状況や「行政革新度」についてと同様、規模の

経済が関係していると推察される。より規模の小

さい都市において行政評価をより適切に運営して

いくためには、規模を補完する工夫、結局はより

簡潔な行政評価手法の確立が重要と考えられる。
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表１　行政評価への取り組み深度別にみた人口、財政および行政革新度

導入している未　導　入
全　体 かなり機能

している
まあ機能し
ている

機能してい
ない

効果は分
からない

導入を具体
的に検討

検討してい
ない

１８１２５１０９８２１３６４１５１１対　　象　　数

１２０，３４３**１７１，３５８１３３，９８３*９４，２２０**８０，３９１**６１，０６５１１６，１５１平　　均

人 口 ９４，２４３１５２，８３６１４２，５２７８２，３５５７０，２５０５１，８４３１１９，７８９標準偏差

０．７８０．８９１．０６０．８７０．８７０．８５１．０３変動係数

０．７８２**０．８０４０．７１００．６２３**０．５７２**０．５５６０．６７３平　　均

財政力指数 ０．２４６０．２６４０．２９３０．２４２０．２２６０．２２７０．２７０標準偏差

０．３１０．３３０．４１０．３９０．４００．４１０．４０変動係数

９０．９**８８．６９０．２９０．５*９２．０９３．１９０．６平　　均

経常収支比率 ６．２６．１７．９５．５６．１８．０６．７標準偏差

０．０７０．０７０．０９０．０６０．０７０．０９０．０７変動係数

**５７．５**５５．６**５２．９４８．３**４３．９**４１．０４９．６平　　均

行政革新度 ５．５８．１９．４８．２６．４６．１９．４標準偏差

０．１００．１５０．１８０．１７０．１５０．１５０．１９変動係数

（注）１．今回の都市アンケート、２００６年３月３１日現在の住民基本台帳人口、２００５年度普通会計決算、行政革新度ラ
ンキング調査から作成。人口と決算は日本経済新聞社『全国都市財政年報』（２００６年１１月）、行政革新度は
日経産業消費研究所『日経グローカル』No. ６２（２００６年１１月）による。

２．記号は各グループの平均と全体平均との有意差検定結果。** は９９％水準、* は９５％水準。
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問１　（１）地域

（％）回答数対象数

６７．６２３３４北　海　道

６５．６６１９３東  　　北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟）

６５．６５９９０北　関　東（茨城、栃木、群馬、山梨、長野）

７６．１８９１１７南　関　東（埼玉、千葉、東京、神奈川）

７６．９７０９１東  　　海（静岡、愛知、岐阜、三重）

６９．０２０２９北　　　陸（富山、石川、福井）

７４．５７９１０６近　　　畿（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）

７１．７３８５３中　　　国（鳥取、島根、岡山、広島、山口）

６８．４２６３８四　　　国（徳島、香川、愛媛、高知）

６８．１７７１１３九州・沖縄（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）

１無　回　答

７１．１５４３７６４　　合　計

付表　集計結果（全体）

（注）１．実数と構成比を表示している
２．複数回答の場合は合計が１００％を超えることがある。
３．原則として無回答を表示していないため合計が一致しないことがある。

問１　（２）人口

（％）回答数

７．６４１３万人未満

２２．７１２３５万人未満

２０．３１１０７万人未満

１５．５８４１０未満人未満

１９．９１０８２０万人未満

５．３２９３０万人未満

７．０３８５０万人未満

１．７９５０万人以上

９９．８５４２合　計

問２　行政評価への取り組み

（％）回答数

６４．６３５１実施中

２６．７１４５実施を具体的に検討

８．７４７実施していない、検討もしていない

１００．０５４３　対象数

【実施中の都市】

問３　導入している行政評価のタイプ

（％）回答数

８８．６３１１行政内部の査定管理（三重県など）

１．４５公共土木事業の査定管理（北海道など）

１０．３３６ベンチマーク方式（滋賀県、広島市など）

８．５３０
住民参加・住民ニーズの反映（青森県、志
木市など）

１１．１３９
企業の TQC を活用した改善・意識改革
（静岡県、福岡市など）

１５．７５５コスト管理（尼崎市など）

４．３１５その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問４　行政評価の導入時期（試行期間を含む）

（％）回答数

３．１１１１９９９年度以前

２２．８８０２０００～０１年度

３７．６１３２２００２～０３年度

２３．１８１２００４～０５年度

１３．１４６２００６年度

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）
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問５　行政評価の対象

（％）回答数

１１．４４０政　策

３７．０１３０施　策

９６．９３４０事務事業

８．０２８大規模事業

９．７３４公共土木事業

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問６　行政評価の実施部門

（％）回答数

９９．４３４９一般行政部門

５７．５２０２消　防

６３．８２２４公営企業

６８．４２４０議会事務局

８９．２３１３教育委員会

１．７６大学・短大

５３．６１８８人事、監査、農業などの委員会

１．１４その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問７　行政評価の種類

（％）回答数

３２．８１１５事前評価

２２．５７９事中評価

９０．３３１７事後評価

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問８　行政評価項目・総合計画体系・予算費目の対応

（％）回答数

４２．５１４９
評価項目、計画体系、予算費目はおおむね
対応

２９．６１０４評価項目は、計画体系におおむね対応

１８．２６４評価項目は、予算費目におおむね対応

０．３１
評価項目は、市長のマニフェストにおおむ
ね対応

９．１３２対応していない

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

問９　行政評価の実施と反映のタイミング

（％）回答数

１９．４６８
当該年度を評価→当該年度に実施する新年
度予算編成に反映

０．３１
当該年度を評価→当該年度に実施する補正
予算編成に反映

６９．５２４４
前年度を評価→当該年度に実施する新年度
予算編成に反映

０．００
前年度を評価→当該年度の補正予算編成に
反映

９．４３３その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

問１０　行政評価の実施サイクル

（％）回答数

２．８１０半年に１回

９０．０３１６１年に１回

３．７１３２～３年に１回

３．４１２その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

問１２　行政評価結果の予算編成への反映

（％）回答数

９０．０３１６各部局で自己評価

４．０１４部局間で相互に２次評価

４５．３１５９幹部が２次評価

１９．９７０特定の部局で２次評価

１６．２５７第三者機関で評価

２．０７コンサルタントなどに委託して評価

１４．２５０その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問１１　行政評価に組み入れる行政コスト

（％）回答数

９６．０３３７事務事業費

１２．３４３調整費（間接費）

８３．８２９４人件費

７．１２５減価償却費

４．０１４金利

１０．５３７退職給与引当

０．９３その他

３．４１２
行政コストの問題を直接的には行政評価に
組み入れていない

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答
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問１６　市議会における行政評価結果の扱い

（％）回答数

４０．５１４２行政評価結果について質問や議論がある

１３．７４８
議員の質問で行政評価結果が利用・引用さ
れる

３６．２１２７
議員が行政評価結果に言及することはほと
んどない

９．７３４無回答

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

問１３　行政評価への市民参加

（％）回答数

１７．７６２第三者機関に市民代表を参加させる

１８．８６６市民意識調査結果と組み合わせる

０．３１市民にモニターを委嘱する

１２．０４２
インターネットなどを通じてパブリック・
コメントを募集

１６．０５６その他

４７．６１６７特に該当するものはない

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問１４　行政評価結果の公表

（％）回答数

４５．６１６０すべて公表

１９．１６７一部または概要を公表

３５．０１２３まだ公表していない

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

副問１　行政評価結果の公表手段

（％）回答数

３１．７７２広報誌

４７．１１０７印刷物

９４．７２１５ホームページ

１１．５２６その他

１００．０２２７
　対象数
　　（行政評価結果を公表している都市）

（注）複数回答

副問２　公表結果に対する市民からの反応（１か月あ
たり）

（％）回答数

０．００１００件以上

０．００５０～１００件程度

０．４１３０～５０件程度

０．００２０～３０件程度

０．４１１０～２０件程度

１．８４５～１０件程度

０．９２３～５件程度

１１．５２６１～２件程度

８１．５１８５ほぼゼロ

３．５８無回答

１００．０２２７
　対象数
　　（行政評価結果を公表している都市）

副問３　公表結果の行政評価へのフィードバック

（％）回答数

０．９２
スコア化するなど定量化して行政評価に反
映させる

５２．４１１９
重要な意見・要望があれば改善に反映させ
る

１０．６２４一覧表やイントラネットで回覧する程度

３．５８その他

３０．８７０特に何もしていない

１００．０２２７　対象数（行政評価結果を公表している都市）

（注）複数回答

問１５　行政評価結果の市議会への報告

（％）回答数

２５．６９０報告・説明する

２５．６９０資料として配布する

４４．４１５６特に報告・説明していない

４．３１５無回答

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）



― ―91

「地域経済研究」第１８号、２００７

問２１　行政評価の実効

（％）回答数

５．１１８かなり機能している

３６．５１２８まあ機能している

３１．３１１０あまり機能しているとはいえない

１．４５機能していない

２３．９８４まだよくわからない

１．７６無回答

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

問２０　行政評価導入による行政コストの削減

（％）回答数

２９．１１０２削減した

４７．０１６５
削減されているが、行政評価による効果と
はあまり関係ない

０．９３
行政評価の導入に伴い、むしろ行政コスト
が増加

７．７２７行政評価と関係なく行政コストは増加傾向

１５．４５４無回答

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

副問　職員の意識改革の内容

（％）回答数

８３．３１９０コスト意識

６４．５１４７市民満足度の向上、市民本位志向

６４．５１４７生産性や効率の向上

７３．７１６８目標設定と進行管理

２．６６その他

１００．０２２８
　対象数
　　（「職員の意識改革」と回答した都市）

（注）複数回答

問１９　行政評価による効果

（％）回答数

１８．５６５行政コストの削減

１６．５５８事務事業本数の削減

４．６１６大規模事業の中止、見直し

７．７２７市民意識調査による満足度評価などの上昇

４．０１４ベンチマークの達成

２３．６８３予算編成作業の改善

４８．１１６９職員意識の変化

２０．２７１その他

１３．４４７無回答

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問１７　行政評価結果の利用

（％）回答数

３６．５１２８予算要求や査定を実施

４７．９１６８予算要求や査定の参考資料

２．０７定員管理要求や査定を実施

１６．８５９定員管理要求や査定の参考資料

１６．５５８次年度の重点施策・方針を策定

２１．９７７次年度の重点施策・方針策定の参考資料

５５．０１９３事務事業の廃止や見直しを実施

５４．７１９２事務事業の見直しの参考資料

０．６２人事考課や査定を実施

３．４１２人事考課や査定の参考資料

３９．０１３７
総合計画・長期計画や市長のマニフェスト
の進行管理

７．７２７その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問１８　行政評価の目的

（％）回答数

４９．９１７５市民への説明責任

１５．１５３住民満足度の向上

６５．０２２８職員の意識改革

２１．４７５
行政の効率化（組織、定員、職掌事務の見
直しなど）

５６．４１９８
財政の効率化（事業費削減、事業の見直し
など）

４．３１５その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答



― ―92

問２４　行政評価の充実意向

（％）回答数

７８．６２７６充実・強化する

１８．２６４現状程度の水準を維持する

６．０２１簡素化・縮小する

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

【未導入の都市】

問２５　未導入の理由

（％）回答数

４３．８８４市町村合併の事務に追われた

２９．２５６専門知識やノウハウを持った職員がいない

２１．４４１人員配置や組織設置の余裕がない

０．５１市長が必要性を認めていない

３．６７職員の間に抵抗がある

１７．７３４効果がよく分からない

３２．３６２その他

４．２８無回答

１００．０１９２　対象数（行政評価を未実施の都市）

（注）複数回答

問２６　関心のある行政評価のタイプ

（％）回答数

６８．２１３１行政内部の査定管理（三重県など）

３．１６公共土木事業の査定管理（北海道など）

２２．４４３ベンチマーク方式（滋賀県、広島市など）

２９．７５７
住民参加・住民ニーズの反映（青森県、志
木市など）

２７．６５３
企業の TQC を活用した改善・意識改革
（静岡県、福岡市など）

３２．３６２コスト管理（尼崎市など）

６．８１３その他

５．７１１無回答

１００．０１９２　対象数（行政評価を未実施の都市）

（注）複数回答

問２２　行政評価の問題点

（％）回答数

３５．３１２４行政評価の実施が目的化している

２１．７７６
市民によく知られていない、公開しても反
応が少ない

６３．５２２３作業のわりに効果がよく分からない

１０．０３５
内部評価のため予算や組織を正当化するこ
とに使用されやすい

５８．７２０６
馴染む分野と馴染まない分野を一律的に
扱っている

３６．２１２７
異なる分野を一律的な手法で比較すること
に無理がある

１４．５５１行政評価の意義や目的が明確でない

２２．５７９行政評価の手法が確立されていない

６４．１２２５
部局や担当者によって記載内容のバラツキ
が大きい

２１．９７７
予算編成、事務事業の見直しなどに活用さ
れていない

１１．７４１単年度で結果が出ない事務事業がある

１８．８６６
行政評価のとりまとめと予算編成作業など
の間にタイムラグ

２．６９議会との関係が整理されていない

１４．２５０
削減ばかり重視され、充実・強化すべき事
項が軽視される

４．３１５その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答

問２３　行政評価改善の取り組み

（％）回答数

５９．５２０９
行政評価項目、計画体系、予算費目をなる
べく対応させる

４１．０１４４
総合計画・長期計画・実施計画などに数値
目標を明記する

３１．９１１２行政評価の運営や活用の基準を明確にする

４５．６１６０研修などで趣旨や手法を周知する

４７．３１６６評価手法を改善し、信頼性や精度を高める

１４．５５１
タイムラグをなくす（実施時期の改善、作
業期間の短縮など）

２５．４８９枠予算制度を導入する

５．４１９行政評価担当部門を強化する

９．１３２組織査定や人事考課と組み合わせる

１３．７４８IT 化を促進する

４．３１５行政評価そのものの費用対効果を検討する

１７．７６２集中改革プランと連動させる

１３．７４８他都市の取り組みを参考にする

１５．７５５市民の意見を反映する

２２．８８０外部の第三者機関で評価・点検する

４．８１７外部の専門事業者に委託する

５．４１９その他

１００．０３５１　対象数（行政評価を実施中の都市）

（注）複数回答
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問２７　導入予定

（％）回答数

５０．５９７具体的に予定している

４３．２８３検討しているが、具体的ではない

６．３１２当面、予定はない

１００．０１９２　対象数（行政評価を未実施の都市）

副問１　導入に向けた準備

（％）回答数

６５．６１１８他地域の事例調査などを実施

７．２１３専門知識やノウハウを持った人材を養成

１８．３３３庁内に専門組織を設置

１６．１２９コンサルタントなどに委託

２０．６３７具体的原案を作成

２０．０３６職員に研究を実施

１８．９３４その他

１００．０１８０　対象数（導入を検討中の都市）

（注）複数回答

副問２　行政評価の目的

（％）回答数

３８．９７０市民への説明責任

１９．４３５住民満足度の向上

４５．６８２職員の意識改革

３３．３６０
行政の効率化（組織、定員、職掌事務の見
直しなど）

６５．６１１８
財政の効率化（事業費削減、事業の見直し
など）

２．８５その他

３．３６無回答

１００．０１８０　対象数（導入を検討中の都市）

（注）複数回答

副問３　導入によって期待される効果

（％）回答数

７４．４１３４行政コストの削減

３９．４７１事務事業本数の削減

９．４１７大規模事業の中止、見直し

３２．２５８市民意識調査による満足度評価などの上昇

１１．１２０ベンチマークの達成

４７．２８５予算編成作業の改善

６８．９１２４職員意識の変化

４．４８その他

３．３６無回答

１００．０１８０　対象数（導入を検討中の都市）

（注）複数回答


